
 1 / 2 

 

第 14 回仙台市新型コロナウイルス感染症対策会議 議事概要 

 

日  時：令和３年４月 27 日(火)15 時 00 分～15 時 25 分 

場  所：仙台市役所本庁舎３階 秘書課第一応接室 

出 席 者：郡市長（議長）、藤本副市長、髙橋副市長、危機管理局長兼危機管理監、総務局長、ま

ちづくり政策局長、財政局長、市民局長、健康福祉局長、子供未来局長、環境局長、経

済局長、文化観光局長、都市整備局長、建設局次長、青葉区長、宮城野区長、若林区

長、太白区長、泉区長、会計管理者、消防局長、教育長、議会事務局長、水道事業管理

者、交通事業管理者、ガス事業管理者、病院事業管理者 

宮城県復興・危機管理部 千葉危機管理監兼副部長 

次  第：１．開 会 

２．議 事 

(1)本市の感染状況について  

(2)新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言等について 

(3)宮城県の対応について 

(4)本市の取り組みについて 

３．閉 会 

 

議事要旨： 

(1)本市の感染状況について 

 ・政府が４月 23日に東京都などの４都府県を対象区域として新型インフルエンザ等対策特別措

置法に基づく緊急事態宣言を発出した。これを受け、本市の体制を新型インフルエンザ等対

策行動計画に基づく危機対策本部から、特措法に基づく対策本部へと移行する。 

 ・本市に適用されているまん延防止等重点措置期間が５月 11日まで延長され、基本的対処方針

も変更されている。 

 ・本市の現状では、新規感染者数の減少がみられるところだが、入院者数については以前高い

状況が続いており、仙台医療圏の病床はひっ迫し、医療提供体制は厳しい状況が続いている。 

 ・ゴールデンウイークを目前に控え、期間中の人流をいかに抑えるかが鍵である。 

 ・資料１について健康福祉局長より説明 

(2)緊急事態宣言について 

・資料２について危機管理局長より説明 

(3)宮城県の対応について 

・資料３について危機管理局長より説明 

(4)本市の対応について 

・資料４について危機管理局長より説明 

 

○関係局長より報告 

＜経済局長＞ 

  ・時短要請延長に伴う協力金について、資料３の５－１に基づき説明する。 

  ・まん延防止等重点措置が５月 11日まで延長されたことに伴い、市全域の全ての飲食店を対

象に５月６日から５月 12日までの間、午前５時から午後８時までの営業時間短縮の要請に

全面的に協力いただいた場合に協力金を支給する。 

・協力金の支給額は、５月６日以降、1日あたりの単価が変更となっている。 

・申請については、これまでの 5期分と今回分をまとめて時短要請終了後の 5月 12 日から受
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付を開始できるよう準備を進めている。 

・支給額の計算方法が複雑であるため、明日から事前相談ダイアルを開設のうえ、5月 12 日

から申請書作成窓口を開設し、丁寧な説明、周知及び円滑な支給に向けて準備をすすめて

まいる。 

 

 ＜建設局次長＞ 

・路上、公園等における集団での飲酒など、感染リスクが高い行動に対する必要な注意喚起

について、仙台駅ペデストリアンデッキなどの人が集まる場に注意喚起の看板を設置する

ほか、ゴールデンウイーク期間を含む５月 11日までのあいだ公園の巡回を実施する。また、

公園内への注意喚起看板の設置及び市ホームページでの周知を行う。 

 

○市長より指示 

・三密の回避、マスクの着用、定期的な換気と適度な加湿などの基本的な感染予防対策の徹底、

１都３県との不要不急の往来の自粛について市民へ周知すること。 

・営業時間短縮期間が延長となったことから、改めて要請内容を丁寧に周知するとともに、協

力金の円滑な支給に向けて準備を進めること。 

 

○宮城県復興・危機管理部 千葉危機管理監県副部長より 

・まん延防止等重点措置の延長はゴールデンウイークの連休を挟む形となり、各界及び市民へ

は多大な苦労をお願いする形となるが、仙台市と協力し対応してまいりたい。 

 

○市長より総括 

・首都圏等に再び緊急事態宣言が発令され、Ｎ501Ｙ変異株の感染拡大も危惧される中、本市に

おいても新規感染者数を抑え込み、医療提供体制のひっ迫を早期に改善させなければならな

い。 

・本日、東北７県の知事、新潟市長とともに、県境を跨ぐ移動の自粛などをお願いする共同メ

ッセージを発出したところ。ゴールデンウイーク期間中の人の流れを抑制し、接触機会をい

かに抑えるかが焦点となる。 

・高齢者施設等の職員を対象とした検査をはじめとした検査体制の強化、ワクチン接種の取り

組みについても着実に進めること。 

・国や県、医療機関などとの連携を引き続き密にしながら、庁内応援体制のもと、全庁を挙げ

て感染の封じ込めに取り組んでまいる。 

 

以上 


